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1は じめに
・経営管理上..、資金調達 をどの ように行 うかは,企 業の命運 を左右 しかねな い重要 な事案 で
・あ る。他方,会 計 においては,こ の調達源泉の違 いに よって,他 人資 本に対する利息ωが費用
であ,リ,自己資本 に対す る配 当が利益処分 であることは,「自明の理」として見な してきた よ
うに思 える。;、しか しなが ら,そ の支払利 息の本質については,現 在 に至 るまで,議 論が出尽
くした とは思 えないごすなわち,現 実 に支払 ってい る利 息 を発生 した期間の費用 として処理
す るのか,あ るい は支 払利 息 を一淀 の条件 ドで資産の取 得原価 に算人す るのか,と いった議
論 である。・この議論 は,,特に借 入金額 が大 きい企 業では,'比例 して支払利 息の絶 対額 が大 き
くなる傾向が あ り,重 大 な問題 であ る。・この こ.とは,会 計処理 いかんによって は,損 益計 算
書に表示 され る利益 金額 に及ぼす影響が 多大であ り,も し,会 計利 息の会計 処理 方法 の選択
が,こ う した利益の操作 を目的 とす るな らば,会 計 情報に対す る信頼1生は大 ぎ く失わ れ る(2)
こ とに もつ なが る。太 出氏 は,・『(支払利 息 を取 得 原価 に算入 しない のは),実は保守 主義 の
適用 で あって:可 否 いずれか不分 明な もの につ いて は,資 産原価 へ の算 入をな るべ く、内輪
(控え 目)に す るとい う理 由だ けであ った(3)。」4と述 べ,1.その支払利息 の会計 処理に疑義 を抱
いてい る。 そ こで,・本稿 において は,支 払利 息の 意義 をふ まえなが ら,)支払利 息 を固定費
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産 の 取 得 価 額 に 算 入 す べ きか ど うか を考 察 す る。
ハ:
ll支 払利息の意義
1支 払利息の諸原則における取扱い
(1)企業会計原則(第2損 益計算書原則(損 益計算書の区分)2B)
企業会計原則は支払利息に関 して 「営業活動以外の原因から生ずる損益であって,そ の表
示は営業損益計算の結果を受けて,経 常損益計算区分に掲記する。」 と一義的に規定 してい
る。言い換えると,資金調達から生 じた財務費用である支払利息は.経 常的な費用の うち営
業活動以外の活動から生 じたものであるといえる。
(2)原価計算基準(第1章5非 原価項H(1)3)
支払利息の発生は,経営目的に関連 しない価値の減少である。この場合の経営の目的とい
うのは,一 定の財貨を生産し,販売することであり,経営過程は,こ のための価値の消費と
生成の過程である。この観点から,財務活動は上記の経営過程以外の,資 本の調達 ・返還 ・
利益処分等の活動であり,これに関連する費用は財務費用 となることから,原価計算制度に
おいては,支 払利息を原価に算入されない項 目・(非原価項HΣ と考える。ここで,原価計算
ヒ,財務費を原価から除外するのは,生産 と販売 という企業の本来の業務である経営活動か
ら発生す る原価および利益(営 業利益)を その他の原価や利益から明確に区別 したいからで
ある(4}。1
また,櫻 井氏は,財務費用である利息を営業外費用として処理する理由を次の二つにまと
めている(5)。一つは,原価は財貨の消費によって生ずるのであるからt・:財貨の消費 としてでは
なく貨幣の流通の結果として生ずる利息は,原 価ではない。もう「一つは,企業の経営活動め
成果を.資本構成のいかんによって歪めないで,純 粋な形でジ生産 ・販売努力を営業活動の
成果に対比させるためである。 したがって,同 氏はそれに対 して5「原価計算基準」は;11財務
活動を経営活動でないと規定するよりも㌍上記め二つの理由のいずれか,あ るいは両者によ
って利息の非原価性を規定すべ きではなかったかと説いている。$ただ し,原価計算基準それ
自体,財 務会計機構 と有機的に結ばれたものであり,換言する と,企業会計原則の二環 とし
て制定されたものであるので;利 息等の財務費用が非原価であると解するのは当然である(6}
とも述べている。:'・t
(3)・連続意見書第三(4固 定資産の取得原価 と残存価額211自家建設}i、
連続意見書第三はゴ「固定資産を自家建設した場合には,・適正な原価計算基準にし・たがって
製造原価を計算 し,これに基づいて取得原価 を計算する。い建設に要する借入資本の利 子で稼
働前の期間に属するものは,こ れを取得原価に算入することができる。」 と述べてい…る。
これは,支払利息と資産の取得との因果関係が密接な場合には,取得原価に算入すること
一 支払利息の資産化をめぐる問題点－t21
が可 能 で あ ること を 示 唆 した もの で あ る。.層 瘡 ㍉
(4)連続 意 見 書第 四(5取 得 原 価 の 決 定1購 入 品 の 取 得 原 価)
連 続 意 見書 第 四 は輌 「(前略)購 入 に要 した 負 債 利 子 あ るい は棚 卸 資 産 を取 得 して か ら処 分
す る ま で の聞 に生 ず る資 金利 子を取 得 原 価 に 含 め るか ど うか は 問題 で あ るが,利 子 は期 間 費
用,とす る こ とがら 般 の 慣 行 で あ るか ら,こ れ を含 め な い こ'と三を建 前 とす べ きで あ る。」と述 べ
て じぎる。い ・e、 ∵."・,・]、 ・ 〆"、,
これ は,.原則 と して,ト支 払 利 息 は購 人 品 の取 得 原価 に含 め な い こ とを 確 認 した もの で あ る。
た だ し,棚 卸 資 産 で あ って も,特 定 の もの に つ い て は,後 述 す る よ う.に支 払 利 息 の 原 価 算 入
、を 認 めて い る◇
'
.(5)FASB基準 書 第34号及 び第42号,;,、 一∴,・ ∴ ・1!・;'「,
米 国 の 財 務 会 計 基 準 審議 会(FinancialAccountihgStandardsBoard:FASB)1ま;利子
費 用 の 資 産 化 につ い て;次 に掲 げ る基 準 考 を発 表 して い る。.
'SFAS第34号 「利 息 費 用 の資 産化 ・(Capitalizationof.lnterestCoSt)」,1979年10月
SFAS第42号 、「利 息 費用 の資 産 化 に関 す る重 要性 の 基 準 の 決 定(DeterminingMateriality
,;・' -for・CapitalizationofInterestCQst,anamend;nent'ofFASBStateMent
・・; .1:、NO.3,4》」1980年11月
SFAS第58号 「持 分 法 を適 用 した投 資 勘 定 を含 む財 務 諸表 の 利 息 費 用 の 資 産 化(Capitaliza・
il、 パionofIhterestCostinFinahcialStatefnentsThat工ncludeihvestments
AccountedforbytheEquityMethod,..ariamendmentofFASBState-
ltbt' t.4.mentiNo.34)」1982年4・♪]・ ∴.'・.,、
　 し
SFAS第62号 「特 定 の 免税 借 入 や特 定 の 贈 与 ・助 成 が あ る場 合 の利 息 費 用 の 資 産 化(Capi'
1.talizatibnofInterestCostinSituationsInvolvingCertainTax-Exempt
BorrowingsandCertainGiftsandGrants,anamendmentofFASB
' tJ, ,i-StatementNo34)j1982年6月 ・㌔ ∴,・
SFAS第34号 は,利 息 費 用 を次 の よ うに規 定 して い る。 す な わ ち,概 念 ヒ,利 息 費 用 は待
機 期 間:を必 要 とす るす べ て の資 産 につ い て資 産 化 で・き るのと し,.基本 的 に は 支 払 利 息 を無 条
件 に 資 産 に計 上 す る こ とを 認め て い る。 だ が,利 害 関 係 者 に無 用 な 混 乱 を招 ぐこ とが な い よ
・う:に,・一定 の 枠 組 み を設 定 して い る こ とは い う まで もな い 。 ・ 、:、
この 点 をふ ま えて,SFAS第34号 は,(A)利 息 を資 産 化 す る 目的,{B)利 息 を 資 産 化 す る
に あ た っ て適 格 な 資 産(以 一ド 「適 格 性 資 産qualifyinga§sets」と呼 ぶ)の 範 囲,".(C)適格 性
資 産 に つ い て資 産化 され る利 息 費 用 額 の 計 算,(D).利息 費 用 を資 産 化 す る期 間,〈E)開 示 等
につ い て 述 べ て い る。
利 息 を資 産 化 す る 目.的に っ いて,SFAS第34号(r)は次 の よ うに述 べ て い る。
〈a)その 資 産 に対 す る企 業 の 総 投 資 額 を よ り正確 に 反映 す る取 得 原 価 の 測 定 値 を 得 る こ と
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(b)将来の期 間 に貢 献 す る資源 の取 得 に関 係 す る費 用 を貢 献 す る期 間 の収 益 に対 応 さーせ る
こ と こ 、1、 ・ ・iい
、す なわ ち∴ この(b)に関 しては,費 用収 益 対 応 の原 則 に基 づ くもの と考 え,通 常 の利 息 費
用 は 当該 期 間の 収益 に対応 す る もの とみ な して,期 間 費用 と して処 理 す る。'言い換 え る と;
売 上 高 と財務 費 用 な どの営 業 外 費用 の(対 応}関 係 は{販 売 費や 搬 管 理 費 の場 合 ほ どに は)
明確 で は な いが,通 常 は,そ の期 間 の 発生額 が そ の まま期 間 費用 と して総 括 的 ・間接的 に売
上 高 に対 応せ しめ られ る(9)ところ か ら,適 格性 資産 に対 す る利 息費 用 を資 産化 す る こ とに よ
づて」 当該 資 産 に関 わ る収 益 に対 応 させ,か つ 費用 化 させ る もの で あ る。
適 格 性資 産 は,当 該 企業 自体 の使 用 の ため に建 設 ・製 作 され る資 産 と販 売 ・リー スの ため
に個 別 計画(discreteprojects)にした が って建 設 ・製 作 され て し'・る資産 をい う(10)∴さ ちに,
持 分法 に よって会計 処 理 され た 一定め 投 資(持 分,'貸付 金及 び前 渡 金)'は1,そめ 投資 側{親
会 社 及 び連 結 子会社 を含む)に とって適格 な資 産 で あ る〔u)。しか しな が ら,規 則的1こ製 造 さ
れ,あ るいは その他 反 復的 に 多景 に生 産 され る棚 卸資 産 やす で に使 用 されて い る資産 や使 用
可 能資 産 ・未使 用資 産 ・未完 成 資 産 は,適 格性 資産 か ら除 か れ る(12)。ま た,適 格1生資 産 に っ
いて資 産 化 され る利 息 費用 額 は,も し当該資 産 に対 す る支 出 が な され なか った な らば、 理 論
的 に避 け られ たで あ ろ う当該 資産 の取 得 期 間 に発生 した利 息 費用 の該 当す る部 分 に 当た る と
予 定 され て い る鮒 。 ただ し;実 務 的 に は,当 該 借 入 金 め 加 重平 均 率 が 屈 し、ちれ る。つ ま り,
資 産化 す る場 合 の支 払利 息 をひ も付 資金 に係 る もの ばか りで な ぐ;他 の 借 入金 にかか わ る も
の も含 め て計 算 され る こ と・にな っ て い る。 一}‥
と ころで,利 息費 用 を資 産 化 す る期 間は,a当 該 資 産 に対 す る支 出が 行 われ た こ と,b資
産 を予 定 した使 用 に 当て るた め に待機 中で あ る こ と,c利 息 費用 が 発生 して い る こ との三 つ
の状 況 が 存在 す る と きに始 ま る(14)。したが って,利 息費 用が 資産 化 され る期 間 は,資 産 が 実
質 的 に完 成 し,い つ で もそれ が使 用で きる状 態 にな った 時 点 で終 わ る四 。
開示 につ い て は,利 息 費用 に 関す る以 下の情 報 が,財 務 諸表 又 は脚 注 で開 示 され なけれ ば
な らな い{16)。
a.利 息 費 用が資 産 化 され て い な い会 計 期 間 に おいて は,当 該 期 間 に発生 し費 用化 され た利
息費 用 の額'・ 、
b.あ る利 息費 用が 資 産化 され てい る会 計期 間 に お いて は,当 該期 間 に発生 した利 息 費用 の
総 額 及 び 当該 金額 の 中か ら資 産 化 され た額,・tl…'
{6)IAS23号と改 訂IAS23号 ・ 『+・;
国際 会計 基準 委 員会{InternationalAcCountingStahdardSCommittbe:IASC}は,次
の経 緯 で,借 入 費用 の 資産 化 を提 言 してい る。
E24号 「借 入 費用 の 資産 化(案)(CapitalisationofBorro垣ngCdsts)」i982年11
IAS23号
E32号
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「借 入 費 用 の 資 産 化(CapitalisatiofilofBorrowing℃osts」1984年3月.
「財 務 諸 表 の 比 較 可 能 性(ComparabilityofFinaricia!'Statemehts
ProposedamendmentstoInternationalAccountingStandards・23)」1989
年1月 ・ ・一 ・'.…!
、趣 旨 書 付 録2.「 趣 旨 書(Statementof1ntent)、財 務 諸 表 の 比 較 可 能 性(Comparabilityof
・lFinariCialStatements)」1990年7月"∴ ・ ・ ∵
E39号 ・・ 曇「借 入 費 用 の 資 産 化(案)(CapitalisatiOnofBotrowingCosts)」1991年
8月 、 」 ・,tt"`,一':、
改 訂IAS23号 「借 入 費 用(BorrowingCosts)」1993イF12月・
i=、'1
使 用 または販売 まで に相 当の期 間 を要 す る資 産の取 得,建 設 また は製造 の ための 支 出 に対
しては;そ れ に資産 化 率 を乗 ず る ことによ り,借 入 費用(IAS23号で は,借 入 費用 を企業 の資
金 の借 入 に関連 して発生 す る諸経 費で あ る と広範 囲 に定 義 してい る(ヨηが,本 稿 で はこ れ を借
入 れ に伴 って発生す る支払利 息に 限定す る。)を資産 の原価 の一 部 と して資 産化 しな けれ ば な
、らない(1B)。'11tt.
.IAS23号はSFAS第34号が採 用 した支 払 利 息 の無条 件 資 産計L説 に 立っ て1いる よう に み
え る もの の,'実務 的 に はその資 産 計 上につ いて条件 を付 し,結 果 として輌 借 入費 用の資 産化
を認め てい ない(19}。、す な わ ち;IAS23号は,資 産化 す るか しないか め意 思 を企業 に明 らか に
させ;,もし資産 化 した場 合に は,準 拠 した要件 及 び開示 すべ き事項 を明 示 させ てい るに過 ぎ
ない6・t・ ・、.'t、 ∴"Ilt
改訂IAS23号'(1995年1月・1日以 後 に開 始 す る期 間 にか かる 財務 諸 表 につ い て発 効す る。
以 下 「改訂IAS23号」)は,こ の方針 を180度転換 し,原 則 として借 入費用 を即 時 に費用処理
す るこ と として い る'(これ が 「標 準処 理」 とな って い る)。た だ し,代 替 処理 と して,適 格性
資 産の取 得,建 設又は製 造 に直接 帰属 させ るこ とがで きる借 入費用 につ いて は,そ の資 産化
を認 めてい る{20)。
il
2・支払 利息 と現行 実務 に おけ る取扱 い
'{1)'法人税 法i基本 通達7-3-1の2 ・ ∴'
固 定資産 の使 用開始 前の 期間 に係 る借 入金の利 息 につ いて.当 該固 定資 産 に算 入 す るか否
かの決定は企業独白の選択に委せるとしている。ただ し,新規に店舗を構 える場合,当 該店
舗 を取 得す るだめの借 入金 の利 息が,開 業 費 に含 まれ る利 息 と同 質の もの では ないか と考 え
ら・れ る6∫能 性が あ る(21)ので,法 人税法 基 本通 達8-1一2(注)は1当 該利 息 を法 人税法 施 行令
第14条第1項 各号 に定 め る繰 延 資産 に該 当 しない もの と し,こ の ような考 え方 を排除 した。
す なわ ち,法 人税 法 は,'開業 費 につ い て法 人 が任 意 に その全部 また は一部 を償 却 した り,あ
、24-「 経.理 知'識 一
るいは ま った く償 却 しない こ とに よる利益 調整の 可能性 を危倶 した と思 われ る。1"x
(2>法人税 法基 本 通達5-:-1-4,i,,11・ ・,・ ∴:・
':'この 通達 は製造 原価 に算入 しない こ とがで きる費用 と して,借 入金の利 息 をあげて い る。
これ は,原 価計 算基 準 に平伏 を合わせ た もの であ る。
i割 賦 購 入資産 につ いて は,原 則 と して,取 得価額 に割賦利 息が含 め られ,現 実 にな され た
取 引価 額 が適 用 され る。 これ は現 金 で購 入 された資産 につ いて も同様 で ある。 この 前者の信
用購 入価格 は,・利 息な どの複合 費 を含 む ために現 金購 入価格 よ りも大 き くな るが,そ の部分
を分離 処理 しない理 由 は,測 定の 客観 性 と取 引実態の 明瞭表示 とに よる《22)。
どこ ろが,法 人税法 基 本通達7-3-2は,契約 にお いて購 入代 価 と割 賦期 間分の利 息等 の 金
額 が明 らか に区分 され てい る場 合 は,そ の利 息相 当額 を購 入代価 に含め ない こ とが で きる と
1して,,取得 した側 に利 息 をその資産 に算 入す るか否 かの判 断 を委 ねて い る。 こ こで問題 とな
るの は,,支払利 息の 費用性 が,'資産 の取 得 に当た って,資 金 を借 入れ たか否 か に よって取得
価額 が異 な るの は合理 的 ではない とい う点 と,・利 息 を当該 資産 に含 めな ければ資産 の比較 が
可能 にな る と従 来 か ち見な され て いた点 で ある。 ところが,割 賦購 入資産 につ いて売 り手側
は,そ の代 金 の回収 が後 に繰 延べ られて しま うこ とか ら,当 該期 間 に対 応す る利 息相 当額 を
その価 格 に反映 させ てい るのが通例 で あ る。 そ うな るとe':資産の取得価 額 につ い て1・税法 は
支払利 息 を取 得 価額 に含 めな い とい う処理 を原則 とす る一 方で,割 賦利 息 につ いては取得価
額 に含 め る とい う処 理 を認め てい る。 その処 理 には一 貫性 が 見 られ ない ように思 え る。
以 上,2'(1>および(2)・におい て,税 法 が考 えてい る 「支 払利 息」につ いて簡 単に検 討し
て きた。税法 は企業 会 計 を基 本 とす る ものの,そ こ に課税 原理が色濃'く出 てお り《23),少な く
と も企業 会計 が 全面 的 に この考 え方 を採 用す るこ とには困難 が あろ う。支 払利 息の性格 は さ
て お き,支 払利 息 を固定資産 に 算人す るか ど うか を法 人の任 意 にゆだね る四 とい った点 か ら
もこの疑 問が うか が え る。'♪
(3)H本公 認会計 士 協会(昭 和49年8月20B業種 別 監査研究 部会/建 設業部会 ・不 動産 業 部
会)「不 動産 開発事 業 を行 う場 合の 支払利 子の監査上 の取扱 いについて』
たな卸資 産の取 得 に要 す る支払利 息 につ いては,当 該資産 が比較 的短期 間 に回転 し,ま た
当該資 産 と支払 利 息 との 因果 関係 が稀 薄 な ところか ら,・たな卸資産の取得価 額 に含め る必要
は ない。 しか しな が ら,不 動 産開 発事 業 に係 る支 払利 息 について は,次 の よ うな様 々な理 由
か ら,そ れ を取得 した たな卸資産 の取 得価 額 に算 入 して も差 し支えな いので はないか どい う
意見 があ る。 ・.. .・ ・`ら .・:へ
第一に,不動産開発事業の場合は,通 常その計画の着手から蘭発工事等の完了までに相当
の長期間を要し,しかも用地の買収並びにその造成等に膨大な資金を必要とすることから,
一般の運転資金とは別に,各プロジェ・ク ト毎に借入金,と くに長期の借入金によつて,開 発
のためめ特別の資金調達(いわゆる 「ひも付融資」)が行われる場合が通例である。このよう
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な不動産 開発事業 を行 う場合 の支払利 息 は,一 般 の財務 費用 と しての支払利 息 とはその性格
を異 にす るもの で,む しろ特 定のプ ロジェク トを遂行す るための 重要な原価 要素の一つ ど し
て の性格 が強 いが 第二 には,長 期の不 動産開発事業 にお け る費用 と収 益の合理 的対応 か らも,
その原価性 を認め て もよい。・,'、, .1
この ように,比 較 的短期 間 に回転す る一般の たな卸 資産(商 品 ・製 品等)と は別 に,・不動
産 事業(25Sは,各プ 『ジェク ト毎 に特別 の資金 調達 を行 い,・その結果,開 発工事等 の支 出金 と
支払利 息 との間 に密接 な因 果関係 を有 す るので,・その処 理 は通常の たな卸 資産 の取得状 況 と
・はその類型 を異 にす る もの と考え られ る。'・'・.・.・.一
したが って,監 査上 の取扱 い としては,次 に掲 げるすべ ての条 件 を備 え てい る もの につ い
ては,こ れ を原価 に算 入す る処理 が認め られ る。
① 所要 資金が特別 の借 入金 に よって調達 されて いる こ と
② 適 用 され る利率 は一般 に妥当な もの であ るこ と
③.原 価 算入の終期 は開発の完 了 まで とす るこ と
④ 正常な開発期間 の支 払利息 であ るこ と
⑤'開 発 の着 手か ら完 了 まで に相 当の長期 期 間 を要 す るもの で,か つ,そ の金 額が重要 な も
ので あ るこ と'
⑥ 財務 諸表 に原価 算入の処理 につい て具体的 に注記す るこ と
⑦'継 続性 を条件 とし,み だ りに処 理方法 を変更 しな いこ と
Ilt支払利息の会計処理 に関する問題点
1会 計 の基本原理 と支払利息 に係 る問題 点
(1)費用収益 対応 の原則 と支払利 息、
」 切 の費用 は費用収 益対応 の原則 に したが づて,そ の対応すべ き収益 が実現す る時期 まで
資産 と して繰延べ るべ きで あ るb支 払利 息 に関 して は,こ れ をふ まえて,収 益 との対応 関係
に も とつ く期間配 分計算 の必要性 が,論 じられな ければな らない。 言 い換 えれば,・資産 の歴
史的 原価 は,そ の資産 を意 図 した ように使 用又 は販売す るため に必 要な状 態 に し,,必要な場
所 に運 ぶため に発生 したすべての 費用 を含 む。 したが って,資 産の取 得や建 設 ・製造 中に発
生 した借 入費用 は当該資産 の歴 史的原価の[r部であ る(26)。これは,ま さに費用収益 対応 の原
則 を言及した もの で,'発生 主義 に よって認識 された費用 を実現 収益 との間 に存す る因果 関係
に も・とつ いで,・当期 に帰属 す る費用 と次期以降 の費用 とに再配 分 して,費 用 の最 終的 な期 間
帰属 を決 定 す'る根 拠 によ る もので あ る(27)。.ただ し,菊 谷氏 に よれ ば,支 払利 息 を資産化 す.る
のは 当該資産 と借 入資金 との関連性 が 明確 な ときに限 られ るべ きで あ るとされ る。 その関連
性 が不明確 な場合 には,借 入費用 を原価 に算 入 しな ぐて も,別 の 方法 に よって も;、費用収益
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の対応は十分に可能であリ(28),資金調達源泉の相違によって,資産の取得原価に差異が生 じ
るような不合理は避けたぽうがよいと述べられているb
また,費 用収益対応の原則の観点から固定資産の稼働の時期までに要 した支払利息を取得
原価に加え,その合計額を耐用年数を通 じて償却することが正当化される見解 も存在する。し
・かしながら,これについても次に掲げるような実務的かつ計算技術的な反論がみられる⑳)。
a資 産の原価がかさみ,将 来の償却負担を不当に大 きくする。 ・
b'tこの原価は自己資本によって調達 した固定資産と釣合がとれないもめになる。
c稼 働後において,償 却費に含まれる支払利息と営業外費用に含まれる支払利息の二重負
負担になる。
d－ 部の計算可能なもののみについてそのような計算をおこなうと,全体としての一貫性
を欠 くことになる。
(2)重要性の原則と支払利息
支払利息の資産化における重要性の判断基準が問題 とされるのは,利 益に及ぼす影響額 と
のかかわ り合いからである。大量 ・反復生産するたな卸資産については,『利息費用を資産化
するための計算が複雑になることによって生じる犠牲の方が,利 息費用を資産の取得価額か
製造原価に算入 して損益を適正に表示することによって生 じる効果 より大きくなる㈹ので.
支払利息は資産化されるべきではない。 したがって,支 払利息を資産化する場合,対 象とな
る資産の範囲はおのずと限定されることになろう。"・ 、
(3}継続性の原則と支払利息
支払利息を資産化 した場合には,恣 意性が入らないよう継続的に適用することが当然に要
請される。 しかしながら,現行実務では必ず しもそれが守 られていないようである。この点
については,資産に係る支払利息を期間費用処理から原価算入処理へ,反 対に,原価算人処
理から期間費用処理への変更{3りが散見されるからである。いずれも正当な事由に基づ ぐもの
であれば,異 議を唱えるものではないが,原 価算入処理を選択する企業は,企 業利益に及ぼ
す影響額が大であることを考えて,そ の継続性の変更には慎重を期すべ きであることはいう
までもない。
(4)資本的支出と収益的支出't.
固定資産に関 して支出した金額の うち,固 定資産の原価に算入しないで,支 出 した事業年
度の費用として会計処理されるものを収益的支fhと呼び,こ れに対 して,固 定資産そのもの
の原価を構成するものは,資 本的支出と呼ぶ。この資本的支出に関 しては,次 の点について
留意 しなくてはならない。それは,営業のために使用する以前の固定資産に対する支出につ
いては,原則として,買 入れ ・建設に対する支出から始まって,そ れをその本来の目的に使
用できるまでに要する支出に至るものすべてを,資本的支出とする`鋤こピである。
現行会計は,少 な くとも稼働以前の支払利息の原価算人を容認 しているが,こ の事後処理,
一 支払利息の資産化をめ ぐる問題点一27
すなわち固定資産の稼働後に係る取得資産の支払利息を原価算入 した場合の処理を稼働前と
同列に考えること'には疑問が生 じる。たとえば,資本的支出である改良が借入資金をもって
行われ,当然に支払利息が発生する場合である。 ↓,
2支 払利息の資産化と:その問題点s,
(1),ひも付融資の利息め取扱い;L".1
支払利息と資産化の対象となる資産との対応をどのように考えるかは重要な問題であ観
たとえば,あ る資産を取得 ・建設するために特別に借入れを行った時 ・(ひも付融資)の 対応
については,'比較的容易に判断を下すことができる。既述した通 り,わが国においては,自
家建設の場合には,'適正な原価計算基準に準拠 して算出された製造原価をもって取得原価と
し,建設に際 しては;借 入資本による利息があれば,稼働前の期間に属するものを取得原価
に算入することができる,と されているこ
このひも付融資に関 してt－改訂IAS23号は,支払利息の資産化にあたってはとくに強調 し
ており,適格性資産の取得 ・建設 ・製造を直接の発生原因とする借入費用は,当該資産の原
価の㌻部として資産化 しなければならない㈹ と述べている6特定の適格性資産を取得する臼
砲で,企業が特別に資金を借 ワ入れた時,・当該適格性資産に直接かかわる借入費用は;即 座
に識別可能となる{鋤ものでなければならない。'
しかしながち,嵩村民は上記の考え方に異議を唱えている㈹。その主張するところは,支
払利息の原価算入は,企 業の資本構成(借 入依存度)に よって資産の取得原価が上下 される
だけでなく,時の経過によって発生するという支払利息の期間費用としての性格が,か なら
ずしも理論性を徹底できないということ,さ ちには自家建設時に支払利息の原価算入を容認
すれば,'当該資金を他の目的に運用したことによって別の収益が次期以降に発現する場合に
:もそれを資産 として処理 しなければなちなくなり,支払利息に関する処理の一貫性が欠けて
しまうといった2点 である。
(2)受取利息、と支払利息との相殺
企業は余剰資金を預金に振り向けることがあるが,資 産の取得資金として借入れた場合の
借入金に対する支払利息 と当該借入金に対 して相対するような拘束預金に対 して受け取 った
預金利息との関係は,ど のように理解 したらよいのか,と いった問題がある。
'もし
,拘束預金に係 る受取利息を支払利息から控除 した後の支払利息を資産化することを
認め られた場合には,会 計の大前提が崩れることになってしまうのではないか。すなわち会
計は,明瞭性の原則にようて総額 『三義を基本としているので,た とえ同 じ金融機関について
生 じたものであっても,受取利息と支払利息とを相殺することは好ましくないと考えちれる。
(3>支払利息の借入期間の長短 と費用収益の対応一たな卸資産 と固定資産'
特定の資産を自社で使用するばかりでなく販売用資産としても使用する不動産開発事業に
とっては,『その開発が長期にわたる上,金 利負担が相当程度にのぽる。…そのため,当該開発
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に係る金利の取扱いは苦慮するところである;既 述 したように,、わが国の 「支払利息の監査
上の取扱い」は:販売用不動産に対する借入金に係わる金利について…定条件を満た しだも
のを資産計上することを容認 している。
これは,上記2(1)のひも付融資の利息で見たように,a結 び付き;lb金額,c費 用化を
開始するまでの期間の長さの三点を基 として,支払利息を資産化するかどうかの判断を行わ
せることに している。`}, .パ ー:
.(妙資産化計上時点の判断 .η|、
・支払利息の資産化が認められた場合,借入期間にわたって借入金利息の全額を当該資産に
算入するのか,あ るいは資産全体が実質的に完成 し,利用できるよう,になった時点で,利 息
の資産化を実行する㈹ といった選択肢がある。これは,支払利息を資産化する時点をどこに
するかといった問題である。資産取得のために借 り入れた金額について生じる利息は,資産
が完成 したからといって,その返済が消滅することはない。それは,ぎ変更がない限 り当 初の
返済期間まで元本と利息の返済が続 くことを意味する。返済期間の終了までに発生するこの
利息は,当 該資産を取得しなければ生 じなかったものであるblここにおいて,完成以後に発
生する利息の取扱いを考えねばならない問題が生 じる。FASBの一部の委員は,使用のため
に開発中であるか,あ るいは使用中であるかに関わりな く,・利息費用はすべて非貨幣性資産
に配分できると主張した。この－i張は,資 産は将来の経済的便益であるので,そ の時点にお
ける資産の歴史的原価は,その時以前に資産に関連 して発生 したすべての費用の未費消部分
であるべきであり,また,すべでの資産は資金調達が必要であり,それゆえ資金調達の費用
パ利息》は,す べての非貨幣性資産の歴史的原価に含まれるべきであるとするものである。
これらの主張に対して,他の委員は,歴 史的原価概念の拡張がなされる前に長期にわたる資
産の潜在用役を,使 用期間に配分 しなければならないといった大 きな問題を検討する必要性
があるとして反対 した(3η。この反論では,資産が稼働開始 した後の期間に対応する支払利息
部分は,す でに当該資産が収益獲得に貢献 しているところから,取得原価へ算入されないこ
とになる。
`(5)支払利息と繰延資産 .,`
収益がなければ費用はないという 「会計上の約束」は,一般に費用が繰延べられる根拠 と
なっている。開業費のように,会 社が成立 した後,営 業を開始する時 までに支出された開業
準備のための費用の中に,支払利息も含むと考えるのが普通の解釈㈹ である。これを支払利
息の資産化に敷桁すると,当該資産が使用可能 となる時までに支出された当該支払利息は.
繰 り延べられるべ き費用と考えられる。
(6)支払利息と期間利益平準化との関係"
染谷氏は,支払利息の資産化が支払利息の本質 とは関わりな くピ政策的に利用されてきた
こ と(う まり期間利益の平準化であることプを指摘 している㈹;企 業は支払利息の資産化
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の処 理 を企 業利 益 の調整,特 に利 益 のね ん出 に用 いて きた。支 払利 息 を費 用化 せ ず に資 産化
すれ ば,経 常利 益 は膨 らむ。 また,反 対 に支払利 息 を資 産化 してい たに もかかわ ちず,'収益
が好転 す るに伴 ってその資 産化 の理 由を退 け て,今 度 はそ れ を費 用化 す る とい った こ と も行
って きた。 これ らの 処理 は,企 業の会 計情報 の信 頼 性を著 しく損 な うこ とにな る。 ・
tv結 び に代えて
・以上 述 べた よ うに,支 払利 息の資 産化 には,様 々 な問題 が存 在 してい る。 わが 国の会計 慣
行 は,支 払利 息の 費用処理 を原 則 と し,自 家 建設 に限 って,そ の使 用 開始 前の利 息 につ いて
資産 化 を容 認 して,いる。i,、1
ところで,支 払利 息の 資産化 を肯 定す る立場 か らは,費 用収 益 の厳 密な対応 の 重要性 と,
資 本 コス トが構二成 要 素 の一 部 とな ってい る購 入原価 の 比較1生の重 要性∫卿の 二 面 が 主張 され
る。 他 方,支 払利 息の資 産化 を否定 す る立場 か らは,取 得資 金の いか ん に よって取 得価額 が
異 な るこ との 不合 理性 が}i張され る。 両者の 意見 は真rっ向 か ら対立 した ま まで あ る。
もちろん,企 業 はその選 択 の範囲 内 で 自由に経 理 を行 テこ とが で きるがiZ実際 は,支 払利
息 の資産 化 に関す る問題 を避 け る傾 向 があ り,さ らに制度 に おいて支払利 息 の原価性 が取 り
上 げ られ て いな い とい った理 由だ けで,支 払利 息 を期 間 費用 と して処理 して きた情 況が うこか
が え る。;しか し,こ の こ とを と らえて すべ ての支 払利 息 を原価 外 とみ なすの は早計 と思 われ
る。4tIil'… 、'1・}
太田氏によれば㈹,「借人資本に対 しては契約によって利子を支払わなければならないごし
か しその資金は営業に利用されるわけではないから利子を負担すべ き収益の源泉とはなら一な
い。 したがって支払利息は純然たる掛矢になるのであるが、他面それによづて建設が実行さ
れるのであるから,損失とすべきではなく,建設の実費に加えることが正当であるという結
論に到達する。」と主張された。これはつまるところ.建 設活動だけでは損益はなしという原
則の適用に外ならない。・借 入金に対する支払利息の処理に関して言えば,当該支払利息を否
定すれば損失を生 じることになるので,そ れを排除するのである。 一
支払利息は費用であるが,こ のう'ち,当期の収益に貢献 しないものであって,次期以降の
収益に貢献するものは前払費用になる。さらに,.純然たる費用であって も取得する当該資産
の価額を構成するものは,そ の資産の原価に算入にされ,減 価償却を通 じてその費用化を行
うことが認められてもよい。 ・一
企業会計は,適 正な期間損益計算を第一義 として行わなければならない。利益に及ぼす影
響を顧慮して支払利息を資産に含めたり,あるいは含めなかったりす ることは是認 し得ない
会計処理である。支払利息の会計処理に関して,政策的に支払利息を費用化 したリ,あるい
は資産化することは,・利害関係者の判断を誤らせ,ひ いては会計情報の信頼性を損なわせ る
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こ とにな る。1'↓ ・'.1.1一
本稿 で取 り上 げ た問題 点 を解 決 しなが ら,支 払利 息の原価 算 入 につ いて判断 を行 うこ とが
重要 であ る。 この場 合プ取 得資 産の概 念 の規 定,・費用化の 長短 の決定,金 額 の重要性 の判 断
といった事 項 につ いて も,さ ちな る検 討 が要請 され る。
注'・,
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